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Ⅰ．最近の北海道財務局管内の経済情勢

前回（５年４月判断） 今回（５年７月判断）
前回
比較

備考

個人消費
物価上昇の影響がみられるものの、持
ち直しつつある

物価上昇の影響がみられるものの、持
ち直しつつある

生産活動 弱含んでいる 弱含んでいる

設備投資 ４年度は増加見込み ５年度は減少見込み
下方修正は、令和４年４月
判断以来、５期ぶり

雇用情勢 持ち直しつつある 持ち直しつつある

住宅建設 弱い動きとなっている 弱い動きとなっている

観 光 持ち直しつつある 持ち直しつつある

公共事業 前年を下回る 前年を上回る
上方修正は、令和４年４月

判断以来、５期ぶり

企業の景況感 「下降」超となっている 「上昇」超となっている
上方修正は、令和４年７月

判断以来、４期ぶり

企業収益 ４年度は減益見込み ５年度は増益見込み
上方修正は、令和３年７月

判断以来、８期ぶり

前回（５年４月判断） 今回（５年７月判断） 前回比較 総括判断の要点

総括判断 持ち直しつつある 持ち直しつつある
個人消費は、物価上昇の影響がみられるものの、持ち直しつつある。生
産活動は、弱含んでいる。雇用情勢は、持ち直しつつある。観光は、持
ち直しつつある。

2（注） ５年７月判断は、前回４月判断以降、足下の状況までを含めた期間で判断している。

〔先行き〕 先行きについては、雇用・所得環境が改善する下で、各種政策の効果もあって、持ち直しの動きが続くことが期待される。ただし、物価上
昇、金融資本市場の変動等の影響に十分注意する必要がある。
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１．個人消費 ～物価上昇の影響がみられるものの、持ち直しつつある～

【出所】（一社）日本自動車販売協会連合会、（一社）全国軽自動車協会連合会

〔乗用車新車登録・届出台数（前年比）〕

（％）

（％）

○ スーパー販売は、家計の節約志向の高まりがみられるものの、商品単価
の上昇などから、前年を上回っている。

○ コンビニエンスストア販売は、人流の回復などから販売が増加し、前年を
上回っている。

○ 乗用車販売は、半導体不足の緩和を背景に、受注残の減少や、納期の短
縮もみられ、前年を上回っている。

○ ドラッグストア販売は、医薬品が好調なことから、前年を上回っている。

○ 百貨店販売は、人流の回復に伴い、食品、化粧品が順調で、各種催事も
来店客数の上積みに寄与するなど、前年を上回っている。

○ 家電販売は、昨年のエアコンが好調であった反動減や物価高から買い控
えがみられ、前年を下回っている。

○ ホームセンター販売は、春先の天候不順の影響から、前年を下回っている。

○ このように、個人消費は全体として、物価上昇の影響がみられるものの、
持ち直しつつある。

➢ 節約志向の高まりを受けてプライベートブランドの売上が好調である。また、調理をせず手軽に食べら
れる弁当や惣菜の売上も大幅に伸びている。【スーパー】

➢ 春以降は、コロナ５類移行を背景として人の流れが増しており、観光地近くの店舗では、観光客の入込
増に伴い売上は増加している。【コンビニエンスストア】

➢ 直近の受注残は昨年秋以降減少を続けており、受注残は解消傾向にある。【乗用車販売店】

➢ 医薬品販売は、インフルエンザ流行による解熱剤需要拡大のほか、インバウンド増加により、前年を上
回っている。【ドラッグストア】

➢ ４月、５月は人出が増加し、手土産用のお菓子が伸びたほか、レストランの売上も増加している。また、
催事についても好調であった。【百貨店】

➢ 一昨年の猛暑を受け、昨年夏前にピークであったエアコン購入の動きが、今年は鈍い。【家電量販店】

➢ 物価の高騰による生活防衛意識の高まりから、家電製品の買い替えを先延ばしとする傾向が感じられ
る。【家電量販店】

➢ 全国旅行支援が７月まで延長となり、当該対策の効果により道外からの観光客の増加が顕著と感じる。
入館者数はコロナ前までの水準を回復している。【不動産業】

〔ｽｰﾊﾟｰ・ｺﾝﾋﾞﾆｴﾝｽｽﾄｱ・百貨店販売額（前年比）〕

〔専門量販店販売額（前年比）〕

（％）

※北海道集計値

【出所】経済産業省

【出所】経済産業省

※北海道全店舗ベース

（％）
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生産活動は、弱含んでいる。

➢ 乳価上昇に伴う製品の値上げが販売数量に影響し、生産数量が減少している。
【食料品】

➢ 乗用車製造では半導体の調達環境が改善しているようであるが、建機製造は依然と
して半導体不足の影響がみられており、生産が回復していないことから、当社製品の
販売は回復に至っていない。【鉄鋼業】

➢ 価格高騰による住宅需要の減少により、業界全体で建築用木材の需要が減少し、在
庫が余剰状態にある。 【木材・木製品】

➢ 半導体不足の影響が改善しており、生産及び出荷が増加している。なお、半導体供
給が完全に回復する時期は、今のところ不明である。【輸送用機械器具】

２．生産活動 ～弱含んでいる～

〔鉱工業生産指数（季節調整値）〕

【出所】経済産業省、北海道経済産業局

３．設備投資 ～５年度は減少見込み～

〔設備投資計画（前年度比）〕

【出所】財務省、北海道財務局

（％） （北海道） （全国）

設備投資を当局の法人企業景気予測調査（５年４～６月期）でみると、

５年度は、全産業では減少見込みとなっている。

製造業では、「輸送用機械器具」などが増加していることから、全体で

は増加見込みとなっている。

非製造業では、「運輸業、郵便業」などが減少していることから、全体

では減少見込みとなっている。

➢ ２０５０年カーボンニュートラルの実現に向けた活動を進めており、その一環としてバ
イオマスボイラーの導入や、ソーラーパネルの設置を行う。【輸送用機械器具】

➢ 老朽化設備・施設の更新を計画的に毎年行っている。前年は、特注品などで年度後
半に向けて計画よりも値段がかさんだことから、今年度の計画は減少している。

【運輸業、郵便業】

➢ 前年度は新規店舗の出店を行ったため投資額が大きかったのに対し、今年度は出
店計画が無いため反動で大幅に減少している。【宿泊業、飲食サービス業】

（27年=100）

４

83.3

95.5

75.0

80.0

85.0

90.0

95.0

100.0

105.0

110.0

2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4P

2年 3年 4年 5年

北海道

全国

※Ｐは速報値



1.04

1.31

0.80

0.90

1.00

1.10

1.20

1.30

1.40

1.50

1.60

1.70

1.80

3 4 5 6 7 8 9 101112 1 2 3 4 5 6 7 8 9 101112 1 2 3 4 5 6 7 8 9 101112 1 2 3 4 5

2年 3年 4年 5年

北海道

全国

40.9 

0.0

10.0

20.0

30.0

40.0

50.0

3 6 9 12 3 6 9 12 3 6 9 12 3 6

2年 3年 4年 5年

（％ポイント）

2.6

2.6

▲ 2.5

▲ 2.0

▲ 1.5

▲ 1.0

▲ 0.5

0.0

0.5

1.0

1.5

2.0

1.5

2.0

2.5

3.0

3.5

4.0

4.5

5.0

5.5

6.0

1-3 4-6 7-9 10-12 1-3 4-6 7-9 10-12 1-3 4-6 7-9 10-12 1-3

2年 3年 4年 5年

前年同期差（北海道、右軸）

前年同期差（全 国、右軸）

完全失業率（北海道、左軸）

完全失業率（全 国、左軸）

【出所】北海道財務局

４．雇用情勢 ～持ち直しつつある〜

〔有効求人倍率（全数・季節調整値）〕

〔完全失業率（原数値、前年同期差）〕
【出所】厚生労働省

【出所】総務省

（％ポイント）

（倍）

（％）

有効求人倍率は低下しているものの、完全失業率は前年を下
回っており、雇用情勢は、持ち直しつつある。

➢ 新規求人数は前年よりも減少しているものの、企業が物価・エネルギー価格高
騰の影響で新たに人を雇いたくても雇えない状況にあり、ほとんどの業種で人
手不足は解消していない。【公的機関】

➢ アルバイトの求人はこれまで各店舗の裁量で行っていたが、求人費用に見合っ
た採用ができていなかった。このため、本部が一括して求人を行うこととし、募
集回数も年４回に絞ることとした。【宿泊業、飲食サービス業】

➢ 特にベッドメイキングスタッフの不足が深刻で、需要があっても客室稼働率を上
げられない状態である。新たな委託先も探しているが、どの業者も人手不足で
あるため実現できていない。【宿泊業、飲食サービス業】

〔従業員数判断BSI〕
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200 観光は、来道客数、外国人入国者数がともに前年を上回っており、持ち

直しつつある。

➢ 今期はあらゆる客層が動き、販売額の合計としてはコロナ禍前と同水準まで
戻っている。また、いままで海外旅行をしていた層が、円安や海外に行く不
安感から、北海道に旅行先をシフトする傾向も見られた。【旅行業】

➢ 海外からのツアーは韓国や台湾を中心に増え、６月以降も堅調に推移している。ま
た、外国人の個人旅行も増加しており、旅行需要の回復が感じられる。

【宿泊業、飲食サービス業】

➢ 今期は、感染症の落ち着きにより、旅行や帰省の機運が高まるなか、各種イベント
やコンサートが開催されたことで、コロナ禍前と比べて９割の旅客数をキープするな
ど好調であった。先行きも、夏休み期間は既に予約が入っており、堅調に推移してい
く見通しである。【運輸業、郵便業】

５．住宅建設 ～弱い動きとなっている～

〔新設住宅着工戸数 （前年比）〕

【出所】国土交通省

（％）

６．観光 ～持ち直しつつある～

住宅建設は、貸家は前年を上回っているものの、持家、分譲住宅は前

年を下回っており、弱い動きとなっている。

➢ 分譲戸建は、若年層が主要購買層であるため、物価高による生活防衛意識の高まり
や販売価格の上昇によりローンが組めないケースもみられ、今は購入する時期ではな
いと諦めているようだ。【専門調査機関】

➢ 食料品や電気代の値上がりなどで顧客の節約志向は強まっている。このため省エネ
住宅に対する相談が増えており、価格は高くなるものの太陽光発電を導入する動きが
みられる。省エネ性能をアピールしてなんとか成約に結び付けている。【建設業】

➢ 分譲マンションは、販売価格が上昇するなか、以前は地下鉄駅から徒歩５分以内と言
われていた立地条件を徒歩１０分までエリアを拡大することで、できるだけコストを抑
制している。【不動産業】

※北海道へ直接入国したもののみ集計
※Ｐは速報値

※北海道外から航空機（国内線）、ＪＲ（北海道新幹線）、
フェリーを利用して北海道入りした旅客数

〔来道客数〕 〔外国人入国者数〕

【出所】（公社）北海道観光振興機構 【出所】法務省

（万人） （万人）（％）
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９．企業収益 ～5年度は増益見込み～

〔公共工事前払金保証請負金額〕

【出所】財務省、北海道財務局

８．企業の景況感 ～「上昇」超となっている～

７．公共事業 ～前年を上回る～

【出所】北海道建設業信用保証㈱ほか2社

企業の景況感を当局の法人企業景気予測調査（５年４～６月期）でみ
ると、企業の景況判断ＢＳＩは、全産業では「上昇」超となっている。
なお、先行きは、「上昇」超で推移する見通しとなっている。

公共事業を前払金保証請負金額でみると、第１四半期は、国が前年
を下回っているものの、独立行政法人等、北海道、市町村が前年を上
回っており、全体では前年を上回っている。

１０．金融 ～貸出金残高は前年を上回る～

１１．企業倒産 ～件数は前年と同数～

１２．消費者物価 ～前年を上回る～

〔景況判断ＢＳＩ・業種別〕

【出所】北海道財務局

企業収益（除く 「電気・ガス・水道業」、「金融業、保険業」）を当局の
法人企業景気予測調査（５年４～６月期）でみると、５年度は、全産業
では増益見込みとなっている。
製造業では、「輸送用機械器具」などが増益となっていることから、
全体では増益見込みとなっている。
非製造業では、「建設業」などが増益となっていることから、全体で
は増益見込みとなっている。

〔企業収益 （前年度比）〕
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